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第 52期  貸  借  対  照  表 
平成 23 年 3 月 31 日現在 

 

(単位：百万円) 

資    産    の    部 負    債    の    部 

科      目 金    額 科      目 金    額 

流 動 資 産 57,430 流 動 負 債 26,818 

現 金 ・ 預 金 538 短 期 借 入 金 8,000 

金 銭 の 信 託 39,575 未 払 金 7,645 

有 価 証 券 1,400 未 払 収 益 分 配 金 4 

短 期 貸 付 金 166 未 払 償 還 金 79 

未 収 委 託 者 報 酬 10,032 未 払 手 数 料 4,517 

未 収 収 益 3,761 そ の 他 未 払 金 3,043 

繰 延 税 金 資 産 1,736 未 払 費 用 7,373 

そ の 他 225 未 払 法 人 税 等 800 

貸 倒 引 当 金 △ 6 賞 与 引 当 金 2,900 

固 定 資 産 44,903 そ の 他 97 

有 形 固 定 資 産 1,823 固 定 負 債 4,611 

建 物 576 退 職 給 付 引 当 金 4,064 

器 具 備 品 1,246 時 効 後 支 払 損 引 当 金 481 

無 形 固 定 資 産 10,649 そ の 他 65 

ソ フ ト ウ ェ ア 10,647 負 債 合 計 31,429 

電 話 加 入 権 1 純 資 産 の 部 

そ の 他 0 科      目 金    額 

投 資 そ の 他 の 資 産 32,430 株    主    資    本 68,279 

投 資 有 価 証 券 8,648 資   本   金 17,180 

関 係 会 社 株 式 22,609 資 本 剰 余 金 11,729 

長 期 貸 付 金 235 資 本 準 備 金 11,729 

長 期 差 入 保 証 金 64 利 益 剰 余 金 39,369 

長 期 前 払 費 用 24 利 益 準 備 金 685 

繰 延 税 金 資 産 582 そ の 他 利 益 剰 余 金 38,684 

そ の 他 265 

 
別 途 積 立 金 24,606 

貸 倒 引 当 金 △ 0 

 
繰 越 利 益 剰 余 金 14,077 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,624 

  その他有価証券評価差額金 2,694 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 69 

  純 資 産 合 計 70,903 

資 産 合 計 102,333 負 債 ・ 純 資 産 合 計 102,333 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 
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第 52期  損 益 計 算 書 

         自 平成 22 年 4 月 1 日 

                                  至 平成 23年 3月 31 日 

                                      (単位：百万円) 

科        目 内  訳 金  額 

 営 業 収 益  

 委 託 者 報 酬 

 運 用 受 託 報 酬 

 そ の 他 営 業 収 益  

 営 業 費 用 

 支 払 手 数 料 

 そ の 他 営 業 費 用 

 一 般 管 理 費 

 

81,230 

13,165 

143 

 

39,741 

25,238 

 

94,539 

 

 

 

64,980 

 

 

24,176 

営 業 利 益  5,382 

 営 業 外 収 益 

 受 取 配 当 金 

 そ の 他 営 業 外 収 益 

 営 業 外 費 用 

 

4,771 

1,620 

 

6,391 

 

 

98 

経 常 利 益  11,676 

 
特 別 利 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 

株 式 報 酬 受 入 益 

特 別 損 失 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損 

固 定 資 産 除 却 損 

シ ス テ ム 利 用 契 約 違 約 金 

 

419 

173 

 

149 

10 

412 

20 

593 

 

 

591 

 

 

 

 

税 引 前 当 期 純 利 益  11,677 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  3,759 

法 人 税 等 調 整 額  108 

当 期 純 利 益  7,810 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 
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第 52期 株主資本等変動計算書 

         自 平成 22 年 4 月 1 日 

                                  至 平成 23年 3月 31 日 

              （単位：百万円） 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 資 本 

準備金 

資 本 
剰余金 
合 計 

利 益 
準備金 別 途 

積立金 

繰 越 

利 益 
剰余金 

利 益 
剰余金 
合 計 

株 主 

資 本 
合 計 

平成22年3月31日
残高 17,180 11,729 11,729 685 24,606 9,872 35,164 64,074 

当期変動額         

 剰余金の配当      △3,605 △3,605 △3,605 

 当期純利益      7,810 7,810 7,810 

株主資本以外の項

目の当期変動額

（純額） 
        

当期変動額合計 － － － － － 4,204 4,204 4,204 

平成23年3月31日
残高 17,180 11,729 11,729 685 24,606 14,077 39,369 68,279 

（単位：百万円） 
評価・換算差額等 

 
 

その他有価証
券評価差額金 

繰延ヘッジ
損       益 

評価・換算
差額等合計 

純資産合計 

平成22年3月31日
残高 3,056 175 3,231 67,306 

当期変動額     

 剰余金の配当    △3,605 

 当期純利益    7,810 

株主資本以外の項

目の当期変動額

（純額） 
△361 △245 △607 △607 

当期変動額合計 △361 △245 △607 3,597 

平成23年3月31日
残高 2,694 △69 2,624 70,903 

(注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡ 
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個 別 注 記 表 

 
当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成 18 年 2 月 7

日法務省令第 13 号）ならびに､「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年 8 月 6 日内閣府令

第 52 号）により作成しております。 

 

 [ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ] 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

 

(2) その他有価証券 

             時価のあるもの      決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しております。) 

             時価のないもの      移動平均法による原価法 

 

2. デリバティブの評価基準及び評価方法 

   時価法  

 

3. 金銭の信託の評価基準及び評価方法 

   時価法 

 

4. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産       定率法を採用しております。ただし、平成 10 年 4月 1 日以降に取得し 

     た建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。 

           

    (2) 無形固定資産    定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェアについて 

及び投資その     は、社内における利用可能期間に基づく定額法によっております。 

他の資産 

                            
5. 引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金    一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

  (2) 賞与引当金    賞与の支払いに備えるため、支払見込額を計上しております。 

  

 (3) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、退職一時金及び確定給付型企業年金に

ついて、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

確定給付型企業年金に係る数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、発生した事業

年度の翌期から費用処理することとしております。また、退職一時金に

係る数理計算上の差異は、発生した事業年度の翌期に一括して費用処理

することとしております。 

退職一時金及び確定給付型企業年金に係る過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、発

生した事業年度から費用処理することとしております。 
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     (4) 時効後支払損引当金 時効成立のため利益計上した収益分配金及び償還金について、受益者か

らの今後の支払請求に備えるため、過去の支払実績に基づく将来の支払

見込額を計上しております。 

 

6. リース取引の処理方法 

リース取引開始日が平成 20 年 4 月 1 日より前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

7. ヘッジ会計の方法 

(1)   ヘッジ会計の方法 

       ヘッジ会計は、原則として、時価評価されているヘッジ手段に係る損益を、ヘッジ対象

に係る損益が認識されるまで純資産の部において繰り延べる方法によっております。 

    また、為替予約が付されている外貨建金銭債権については、振当処理を行っております。 

 

(2)   ヘッジ手段とヘッジ対象 

       ヘッジ手段      為替予約 

    ヘッジ対象      投資有価証券、短期貸付金 

 

(3)   ヘッジ方針 

       投資有価証券及び短期貸付金に係る為替変動リスクをヘッジしております。 

 

(4)   ヘッジ有効性評価の方法 

 為替変動リスクのヘッジにつきましては、そのリスク減殺効果を、対応するヘッジ手段

ならびにヘッジ対象ごとに定期的に把握し、ヘッジの有効性を確かめております。 

 

8. 消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

9. 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

10.会計方針の変更 

当事業年度より、｢資産除去債務に関する会計基準｣(企業会計基準第 18 号 平成 20 年 3月 31 日) 

及び｢資産除去債務に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年 3 月

31 日)を適用しております。 

これによる損益への影響はありません。 

 



  6 

[ 貸借対照表に関する注記 ] 

1. 有形固定資産の減価償却累計額                   2,311 百万円 

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

    短期金銭債権                               395 百万円 

    短期金銭債務                            11,204 百万円 

 

[ 損益計算書に関する注記 ] 

 関係会社との取引高 

営業収益                                831 百万円 

営業費用及び一般管理費               10,444 百万円 

営業収益以外の収益                    5,012 百万円 

営業費用及び一般管理費以外の費用               75 百万円 

資産購入高                                    3,315 百万円 

 
 
 
[ 株主資本等変動計算書に関する注記 ] 

1. 当事業年度の末日における発行済株式の数  

株式の種類 前事業年度末 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末 

普通株式 5,150,693 株 - - 5,150,693 株 

2.   剰余金の配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

平成 22 年 5 月 27 日の取締役会において、次のとおり決議しております。 

普通株式の配当に関する事項 

配当金の総額      3,605 百万円 

1 株当たり配当額        700 円 

基準日     平成 22 年 3月 31 日 

効力発生日   平成 22 年 6月 1 日 

 (2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 
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[ 税効果会計に関する注記 ] 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産                                百万円 

退職給付引当金                             1,666 

賞与引当金                                 1,189 

所有株式税務簿価通算差異                     884 

投資有価証券評価減                           569 

ゴルフ会員権評価減                           509 

減価償却超過額                               307 

未払事業税                                 206 

時効後支払損引当金              197 

子会社株式売却損                             196 

未払確定拠出年金掛金             107 

繰延ヘッジ損失                48 

その他                                       184 

繰延税金資産小計                             6,069 

評価性引当金                               △1,878 

繰延税金資産計                               4,190 

繰延税金負債                                      

有価証券評価差額金             1,872 

繰延税金負債計                               1,872 

繰延税金資産(純額)                           2,318 

 

 

 

[ リースにより使用する固定資産に関する注記 ] 

1. 事業年度の末日における取得原価相当額        417 百万円 

2. 事業年度の末日における減価償却累計額相当額     325 百万円 

3. 事業年度の末日における未経過リース料相当額      96 百万円 

4. リ－ス契約により使用する固定資産の明細 

資産の種類 資産の内容 

器具備品 サーバー、クライアントパソコン、什器等  
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[ 金融商品に関する注記 ] 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

       当社は、投資信託の運用を業として行っており、自社が運用する投資信託の商品性維持等を

目的として、当該投資信託を投資有価証券として、あるいは特定金銭信託を通じ保有しており

ます。直接または特定金銭信託を通じ行っているデリバティブ取引については、保有する投資信託

にかかる将来の為替及び価格の変動によるリスクの軽減を目的としているため、投資有価証券

保有残高の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバディブ取引は行わない方針であり

ます。 

なお、余資運用に関しては、譲渡性預金等安全性の高い金融資産で運用し、資金調達に関しては、親会

社である野村ホールディングス株式会社からの短期借入による方針であります。 

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

投資有価証券として、あるいは特定金銭信託を通じ保有している投資信託につきましては、為替変動 

リスクや価格変動リスクに晒されておりますが、その大部分については為替予約、株価指数先

物、債券先物、スワップ取引などのデリバティブ取引によりヘッジしております。また、株式に

つきましては、政策投資として、あるいは業務上の関係維持を目的として保有しております

が、価格変動リスクに晒されております。有価証券及び投資有価証券並びに金銭の信託につ

いては財務部が管理しており、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、その内容を経営

に報告しております。 

デリバティブ取引の実行及び管理については、財務部で行っております。デリバティブ取引に

ついては、取引相手先として高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクはほとんどないと

認識しております。財務部は月に一度デリバティブ取引の内容を含んだ財務報告を経営会議で

行っております。 

 また、営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から委託者に

対して支払われる信託報酬の未払金額であり、信託財産は受託銀行において分別保管されて

いるため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成 23 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額については次のとお 

りです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりませ 

ん。 

(単位：百万円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金・預金 538 538 - 

(2)金銭の信託 39,575 39,575 - 

(3)短期貸付金 166 166 - 

(4)未収委託者報酬 10,032 10,032 - 

(5)有価証券及び投資有価証券    

その他有価証券 9,252 9,252 - 

(6)関係会社株式 3,064 79,658 76,594 

資産計 62,630 139,224 76,594 

(7)短期借入金 8,000 8,000 - 

(8)未払金 7,645 7,645 - 

  未払収益分配金 4 4 - 

  未払償還金 79 79 - 

  未払手数料 4,517 4,517 - 

  その他未払金 3,043 3,043 - 

(9)未払費用 7,373 7,373 - 

(10)未払法人税等 800 800 - 

負債計 23,819 23,819 - 

(11)デリバティブ取引（＊）    

ヘッジ会計が適用されていないもの - - - 

ヘッジ会計が適用されているもの △65 △65 - 

デリバティブ取引計 △65 △65 - 

 

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。 

 

注1：金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
 （1）現金・預金、(3)短期貸付金、(4)未収委託者報酬 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。ただし、短期貸付金は為替予約等の振当処理の対象とされており、円貨建債権とみて当該帳簿価額を以

って時価としております。(11)デリバティブ取引を参照ください。 
 

（2）金銭の信託 
信託財産は、主として投資信託、デリバティブ取引、その他の資産（コールローン・委託証拠金等）で構成

されております。これらの時価について投資信託については基準価格、デリバティブ取引に関しては、上場デ

リバティブ取引は取引所の価格、為替予約取引は先物為替相場、店頭デリバティブ取引は取引先金融機関から

提示された価格等によっております。また、その他の資産については短期間で決済されるため、時価は帳簿価

額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
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(5) 有価証券及び投資有価証券 

その他有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託は基準価格によっております。また、

譲渡性預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、帳簿価額によっております。

その他有価証券の当事業年度中の売却額は1,891百万円であり、売却益の合計額は419百万円、売却損の合計

額は149百万円であります。また、その他有価証券において、種類ごとの取得原価、貸借対照表計上額及びこ

の差額については、次のとおりであります。 

(単位：百万円) 
 種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

株式 282 4,930 4,647 

投資信託 - - - 
貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
小計 282 4,930 4,647 

株式 - - - 

投資信託 3,003 2,922 △80 

譲渡性預金 1,400 1,400 - 

貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
小計 4,403 4,322 △80 

合計  4,685 9,252 4,566 

 
(6）関係会社株式 
取引所の価格によっております。 

 
(7) 短期借入金、(8) 未払金、(9) 未払費用、(10) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
 

(11) デリバティブ取引 
ヘッジ会計が適用されていないもの 
該当するものはありません 

ヘッジ会計が適用されているもの 
ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額は、次のとおりで

す。 
(単位：百万円) 

ヘッジ会計の方法 
デリバティブ取引

の種類等 
主なヘッジ対象 契約額等 

契約額等の 

うち1年超 
時価 当該時価の算定方法 

原則的処理方法 為替予約取引 投資信託 2,846 - △65 
先物為替相場によっ

ている 

為替予約等の振当 

処理 
為替予約取引 短期貸付金 166 - (*1)   - - 

 合   計  3,013 - (*1)   △65 - 

(*1)  為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている短期貸付金と一体として処理されるため、

その時価は当該短期貸付金の時価に含めて記載しております。 
 
注2：非上場株式（貸借対照表計上額：投資有価証券796 百万円、関係会社株式19,545 百万円）は、市場価格

がなく、かつキャッシュフローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。 
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注3：金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

(単位：百万円) 

 1年以内 
1年超 

5年以内 

5年超 

10年以内 
10年超 

預金 537 - - - 

金銭の信託 39,575 - - - 

短期貸付金 166 - - - 

未収委託者報酬 10,032 - - - 

有価証券及び投資有価証券 1,400 0 1 - 

合計 51,713 0 1 - 

 
 

[ 関連当事者との取引に関する注記 ] 

 

1. 親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 資本金 事業の内容 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引 

金額 

(百万円) 

科目 

期末 

残高 

(百万円) 

資金の借入

（*1） 
137,500 

資金の返済 140,500 

短期借入

金 
8,000 

親会社 

 

野村ホールデ

ィングス株式

会社 

 

東京都 

中央区 

 

594,492 

(百万円) 

 

持株会社 

 

(被所有) 

直接 

100％ 

 

 

資産の賃貸借

等 

 

役員の兼任 

 借入金利息

の支払 
75 未払費用 3 

 
2. 子会社等 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 資本金 事業の内容 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引 

金額 

(百万円) 

科目 

期末 

残高 

(百万円) 

子会社 

ノムラ･アセ

ット･マネジ

メント･スト

ラテジック･

インベストメ

ンツ･Pte リ

ミテッド 

シンガポ

ール共和

国 

68,275 

(千米ドル) 
持株会社 

(所有) 

直接 

100.0％ 

役員の派遣 
増資の引受

（*2） 
5,762 

 

－ 

 

 

－ 

 

関連会社 
株式会社野村

総合研究所 

東京都 

千代田区 

18,600 

(百万円) 

情報サービ

ス業 

(所有) 

直接 

21.6％ 

サービス・製品

の購入 

自社利用ソ

フトウェア

開発の委託

等（*3） 

6,794 未払費用 61 
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3. 兄弟会社等 

種類 
会社等 

の名称 
所在地 資本金 事業の内容 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引 

金額 

(百万円) 

科目 

期末 

残高 

(百万円) 

親会社の

子会社 

野村證券株式

会社 

東京都 

中央区 

10,000 

(百万円) 
証券業 

 

－ 

 

当社投資信託

の募集の取扱

及び売出の取

扱ならびに投

資信託に係る

事務代行の委

託等 

 

役員の兼任 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払（*4） 

     

31,596 

 

  

未払手数

料 
3,835 

親会社の

子会社 

野 村 フ ァ ン

ド ･ リ サ ー

チ・アンド・

テクノロジー

株式会社 

東京都 

中央区 

400 

(百万円) 
投資顧問業 

 

－ 

 

当社投資信託

の運用委託 

 

役員の兼任 

投資信託の

運用に係る

投資顧問料

の支払（*5） 

2,657 未払費用 939 

 
 
4. 役員及び個人主要株主等 

該当はありません｡ 

 

(注) 1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。 

 

2. 取引条件及び取引条件の決定方針等 

    （*1）資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

    （*2）増資の引受けにつきましては、当社が平成 22 年 12 月 23 日及び 12 月 28 日に 1 株 1 米

ドルで引受けております。 

    （*3）ソフトウェア開発については、調査・研究に要する費用や開発工数等を勘案し、総合的

に決定しております。 

        （*4）投資信託に係る事務代行手数料については、商品性等を勘案し総合的に決定しておりま

す。 

    （*5）投資信託の運用に係る投資顧問料については、一般取引条件と同様に決定しております。 

 

 

 

[ 1 株当たり情報に関する注記 ] 

 

1. 1 株当たり純資産額   13,765 円 90 銭 

2. 1 株当たり当期純利益   1,516 円 39 銭 
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